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１. はじめに

２. アメリカにおける職務発明をとりまく法制度の役割と機能

(１) 個人発明家 (������
����
���) [個人で発明をなす形態] からチームによる発明 (�������	������)

[集団で発明をなす形態] へ

(２) 職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分の規整と制定法の役割

(３) 職務発明に関する労使間の利益調整・配分の規整とコモン・ローの役割

(４) 具体的に検討する問題点について (以上, 本号)

３. 明示の発明譲渡特約が存在しない場合 (���������
����		������
��������
	) の職務発明をめぐ

る労使間の利益調整・配分
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���	���) 関係にある従業者

４. ショップライト (����$���
)

５. 明示の発明譲渡特約 (�&���		
����
���'		������
'�������
	) が存在する場合の職務発明に関

する労使間の利益調整・配分

(１) コモン・ローによる明示の発明譲渡特約 (�&���		
����
���'		������
'�������
	) の有効性

判断

(�) 発明譲渡特約の存在意義と問題点

( ) コモン・ローによる発明譲渡特約の有効性判断

(�) 非良心性 (�����	����� ��) の観点から発明譲渡特約の有効性を判断する場合

(�) 公序良俗 (�� ���������) の観点から発明譲渡特約の有効性を判断する場合
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(�) コモン・ローによる発明譲渡特約の有効性判断とその限界

(２) 州法 (���������) による職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分

６. 追跡条項 (�	�
�
�
���������	�
��	��	���������	�������) の存在する場合の職務発明をめぐる

労使間の利益調整・配分

７. むすびにかえて

職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分は, 一般的には, 制定法による取扱いとコモン・ロー (判例法)

による取扱いに大別される｡ 周知のとおり, 前者は, 大陸法系であるヨーロッパ諸国
(１)

に多く, 後者は, 英米法

系であるイギリス及びアメリカで行われている｡

ところで, アメリカ法の職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分は, イギリス法による影響が大きい｡ イ

ギリス法の職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分は, 長年にわたってコモン・ローに委ねられてきたが,

����年に特許法 (�������������) (��条～ �条)
(２)

が制定され, 制定法によって職務発明に関する諸規定が

設けられることになった｡ したがって, イギリス法の職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分については,

制定法によって規整がなされているため, コモン・ローによって職務発明のすべての問題を処理しているとは

いえない｡ この点は, イギリス法の労使間の利益調整・配分とアメリカ法のそれとの大きな違いである
(３)

といえ

よう｡

つまり, アメリカ法は, イギリス法の����年特許法 (��条～ �条) が制定される前の職務発明をめぐる労使

間の利益調整・配分に関わる判断法理を継受しながら, 今日まで同一の理論的枠組みに立脚して発展してきた｡

また, アメリカ法の職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分に関する紛争処理は, イギリス法のような����

年以降の立法的解決に委ねずに, 一貫してコモン・ローによる解決を行っている｡ こうした点からすると, ア

メリカ法の職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分は, イギリス法のそれよりもさらに固有の理論的発展を

遂げてきたということができよう｡

アメリカ法の職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分を検討することは
(４)

, !"" 年のわが国の特許法改正後

における職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分のあり方を考えるに際し, 参考になる点が多い｡ この理由

は下記に示すことにするが, 既にわが国の特許法学からは, わずかながらアメリカ法の職務発明に関する先行

業績があるものの
(５)

, 比較的に古いものが多く, 近年の新たな展開が取り入れられていないといえる｡ また, 労

働法の観点を踏まえた先行業績, とりわけ筆者が取り組もうとしている近年の労働者の個別化の傾向を踏まえ

た個別労働契約の観点から一瞥するに値する先行業績は, 皆無であるといってよい｡

その巨視的理由は, これまで社会的に職務発明が注目されてこなかったという時代的背景や日本的雇用シス

テムの変化等があげられる｡ その一方, 微視的理由は, 職務発明に関する労使間の利益調整・配分は労働法か

らとらえなければならない問題であるにもかかわらず, これまで特許法�#条の法規定の範囲内のみで検討され

てきたことがあげられる｡
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また, 現在, 研究・開発に従事する知的労働者とそれ以外の部門で従事する労働者とを勤務規則 (就業規則)

等によって画一的・集団的に労働条件を決定することは極めて困難になりつつあることから, 職務発明に関す

る労使間の利益調整・配分は勤務規則 (就業規則) 等によって規整されるものではないと思われる
(６)

｡ 今後, わ

が国において, 個別労働契約によって職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分を規整することは, 労働条件

の個別化, 労働契約法理の復権等の影響からも予測される｡ この点からみても, 個別労働契約のアプローチか

らの職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分は, 検討されなければならないテーマである
(７)

といってよいであ

ろう｡

こうした観点を踏まえて, 本稿ではアメリカ法における職務発明の労使間の利益調整・配分について考察す

る｡ わが国の特許制度とアメリカの特許制度は, それぞれ若干の異同を生じせしめている｡ それは例えば, わ

が国の特許法が, アメリカで採用されている先発明主義 (����������	(
) (	��	))
(８)

と異なって, 先願主義

(特許法��条１項) を採用していること等に現れている｡ それにもかかわらず, アメリカ法における職務発明

の労使間の利益調整・配分を取扱うのは, そこから有意な示唆を受け, わが国における職務発明の労使間の利

益調整・配分の一手段を考察しようと考えたからである｡ アメリカ法の職務発明の労使間の利益調整・配分に

スポットを当てる具体的理由は, 次のとおりである｡

第一に, アメリカ知的財産権法は, 世界の各国のそれと比して知的財産権法の発展が著しいことである｡ 例

えば, 近時遺伝子工学研究の成果としてのヒトゲノム解析による遺伝子情報の遺伝子配列方法の発明は, 著作

権をもって保護されている｡ こうしたアメリカ法の知的財産権の法的取扱いをみると, 先進国の知的財産権の

法的取扱いと比べて先行しているといえる｡ また, 知的財産権法の内容もバラエティーに富んでいる
(９)

｡ 一例と

して, スポーツフォーム特許があげられよう｡ アメリカにおいてスポーツは, ビックビジネスの一つに数えら

れて久しいが, スポーツ選手のフォーム (�
����
����
�[
���


�
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�
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!���
������]) さえも知的財産権法上の排他的権利として保護されており, スポーツ選手が発明者としての

権利帰属を認められている
(��)

｡ このように, アメリカは, 知的財産の取扱いについて時代を踏まえて迅速かつ柔

軟に行っており, 世界の各国のなかでも知的財産の先進国であるといっても過言ではないといえる
(��)

｡

第二に, アメリカでは, 契約法の一般原則に従って個別的な雇用契約によって職務発明の労使間の利益調整・

配分を規整され, 既に職務発明という法領域が労働法上の一分野として体系付けられていることがあげられる｡

アメリカにおける特許に値する発明すべてのうち"�％から��％が職務発明であることからすると
(�	)

, 今日のほと

んどの発明が企業内でなされていると推察できる｡ 職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分の多くが個別の

雇用契約
(��)

, 発明譲渡特約に委ねられている
(�#)

｡ そのため, 職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分は, 特許法

ではなく, 契約法
(��)

, 雇用契約論
(�$)

によって解決されているようである｡ アメリカの契約
(�%)

法理においては, 当事者

の意思を尊重し
(�")

, 契約の拘束力の中心的な源の一つとして ｢意思｣ に重きを置いている｡ そして, アメリカに

おける契約は, 契約当事者双方の自らの状態を秩序づける ｢自律｣ と ｢自己決定｣ が強く認められている
(��)

｡ ま

た, 契約は衡平なものでなければならず, 厳格に解釈されなければならないとされている
(	�)

｡ こうした点は, 個

別労働契約のアプローチからの職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分を考える場合に参考になる｡

アメリカ法のおける職務発明の労使間の利益調整・配分は, 労使間の一般的な権利・義務 (��������
�

�����

���&���
����
� �����'��
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) の問題, 当事者間における権利・義務 ((
�����)
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の問題として, 既に労働法上の一分野として体系付けられており
(��)

,

職務発明, 職務著作
(��)

の問題は労働法上の一問題として指摘されている
(��)

｡ また, アメリカ法のおける職務発明の

労使間の利益調整・配分に関する判例は, ����年から判示されており (���	�������
��	�


(��)

), アメリカ

では職務発明の労使間の利益調整・配分は, これまで約���年余年という長年にわたって考察されつづけてき

た
(��)

のである｡

なお, 職務発明の労使間の利益調整・配分について重要な地位を占める発明譲渡特約は, アメリカ特許法

(�� ���
���	����
�	�!) や８州の州法 (�����	�!) によって規整されている｡ アメリカ特許法は, 主に

発明権 (�
��
�������) について取扱っており, その権利を規整 (��
���	) している一方, 州法 (�����	�!)

は, 労働関係についての契約法 (労働法) (��
����������	�"���

���	�"����	����
�(	�#��	�!))

に関連して, 発明の所有権 (����!
������������
��
���
) の決定の役割を担っている｡ 州法について

の詳細は後述することにするが, 州法が職務発明の労使間の利益調整・配分をしている点は興味深いところで

ある｡

以上の二点は, わが国の, 個別労働契約のアプローチから職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分を考察

する場合, 有意な示唆を提供してくれるであろう｡ さらに, 敷衍するならば, 職務発明に関する使用者の実施

権であるショップライト (���������) が, わが国の特許法��条１項にいう通常実施権と類似しており, 両

者を比較することが可能である｡ また, アメリカ特許法は, 職務発明に関する規定がなく, その法的取扱いを

コモン・ローに委ねていることは, わが国の特許法��条の職務発明に関する規定がこれまで実質的に無実化し,

判例・裁判例の規範によっていることと一致しているといえる｡

これらを踏まえた上で, アメリカ法における職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分を検討することにす

る｡ 以下では, そのバックグラウンドの議論である職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分をとりまく法制

度について鳥瞰しておくことにする
(�$)

｡

アメリカ憲法 (����� ���
��������
�	��
��
���
�
�$�$) とアメリカ特許法 (%��&���
�'����

�(��) は, ��世紀中期から��世紀の初頭までの発明のスタイル, つまり個人発明家 (例えば, ベル ()�����

*�		), エジソン (%�����+
���
)) のような個人で発明をなす形態 (,-���./
��
���0) を基本として想定

しているのである｡ ��世紀中期以降の憲法と特許法をとりまく環境は, 時が経過するにつれて, 技術革新や企

業社会の進展等により急激に変化した｡ こうした環境の変化により発明の価値は, さらに財産的要素が強くな

る一方で, 共同発明 (1��
��
��
���
�)
(��)

や職務発明 (���	�"���
��
���
�) のような複数の者が集合して

発明をなす形態 (,%���.��.-���0) が増加した
(�()

わけである｡ アメリカ憲法, アメリカ特許法はこうした時代

の変化に対応することができなかったともいいうる｡ アメリカ著作権法 (%�����"�����'�����($�2�$

�� ���'���������.���) では, 職場内の著作に関する職務著作制度
(��)

が存在している一方, アメリカ特許法は
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��
����

$�

２. アメリカにおける職務発明をとりまく法制度の役割と機能

(１) 個人発明家 (,-���./
��
���0) [個人で発明をなす形態] から
チームによる発明 (,%���.��.-���0) [集団で発明をなす形態] へ



発明をとりまく環境の変化に対応できず, 現在に至るまで職務発明に関する規定は存していない
(��)

のである｡

この理由は必ずしも明らかではないが, 少なくともわが国の特許法の変遷と同様, 技術革新や企業活動の多

角化に伴う発明行為の形態の多様な変化に対応しきれなかったこと, またコモン・ローによる規整に委ねるほ

うが, 柔軟な解決が可能となり, 契約の自由の観点からも合理的であるとの点があげられる｡

旧来の発明形態に即して規定されているアメリカ特許法は, 今日的な発明形態である職務発明に関する規定

がないために, 特許法と職務発明に関する法規整との間にギャップが生じているといえる｡ ����年に制定され

たアメリカ特許法は, 社会構造や発明の価値そのものが変化しているのにもかかわらず, たびたび法改正を経

たとはいえ, いまだ現代社会の技術進展等に対応しきれていないといえる
(��)

｡

つまり, 今日のアメリカ特許法
(��)

は, いまだ��世紀の個人発明家によってなされる発明 (�	
��
�
��
�����)

を想定しており, 今日の発明形態の主流である複数の者が集合して発明をなす形態 (��
�� ��
��
�����)

は考慮されていないのである｡ アメリカ特許法は, 法的に発明をなした者に対して発明者たる存在 (�
��
�����


��
���) を与えているに過ぎない役割であって, 職務発明をめぐる労使間の利益の調整 (�
����
�
�
��)・

配分 (�������
��) については, 何ら規定されていないのである｡

以上, 指摘したとおり, 職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分は, 特許法の範疇に置かれているわけで

はない｡ 職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分は, 従業者と使用者の双方の強い所有権的利益 (������

�����

����
��
�
���) の対立がみられる｡ ここでは, 具体的な職務発明をめぐる労使間の利益の対立構造

のなかみをみておく｡

すなわち, 発明者たる従業者の利益とは, 人的資本の投資 (
��
���
�����
���������
���), 例えば,

訓練 (���
�
��), 教育 (
�����
��), 個性 (�
������
��), 個々の特性 (
��
�
�����
�
��), 非凡な努力 (
��

������
����
�����), 創造的なひらめき (��
��
�
�����), 神からのお告げ (�
�
�
�
�
���
��) 等である｡

それに対し, 使用者は, 当該発明にかかる金銭的な資本の投資 (�
����
�����
���
��
���
��), 具体的にい

えば生産設備 (�����), 設備 (
 �
��
��), 従業者の給与 (
�����

!������

�), 経営 (�����
�
��) や

管理 (��
��
�	�), 機会 (��������
��) の付与, 助成金 (��"�
�

�) 等の利益を有している
(�#)

｡

このように, 両当事者はそれぞれの利益を有し, その利益が対向しているが, 職務発明をめぐる労使間の利

益調整・配分は, それぞれの利益から生じる発明に対する利益の均衡 ("�����
) をいかにとるかが問題であ

り, アメリカ法は様々な手段により労使間の利益の均衡を実現しようとしているのである｡

アメリカにおける職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分について検討する前に, アメリカ憲法第１条第

８項第８節における発明に関する規定と特許法における発明に関する規定とを具体的にみてみよう｡

まず, 憲法第１条第８項第８節 ($��%�&�
���&��%�%) は, 次のように規定する｡

つまり, 連邦議会は ｢著作者および発明者に対し, 一定の期間その著作および発明に関する独占的権利を確

保することにより, 学術および技芸の進歩を促進すること (�'�������
�	
(����
����)�

��
�����
�

���$���&"��
���
������
�
�
�'
�
���$��	������*��
������	

�����
�
+
�	����	

��
��
��

�
�
,�
�
������-
����
�

��)｣ に関する権限を有しており
(�.)

, 国民に対して革新的で新規性ある発明をな
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(２) 職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分の規整と制定法の役割



すことを奨励している｡ 連邦議会は, 憲法により権限を与えられた (������������	) 後に, 
��
年の特許法

及び著作権法を制定することにより権限を行使し
(��)

, 特許法は憲法の下で制定されている
(��)

わけである｡ しかし,

特許法は, 統一連邦法 (�	����������������������	) による発明者 (��	��	�����) 概念や発明 (�����������

��) の概念に関する規定, 職務発明に関する規定を設けなかった
(��)

｡

こうして規定された特許法は, 具体的にいかなる発明, 特許に関する規定を設けているのであろうか｡

まず, 過程 (�������), 機械 (�����	�), 製造 (��	��������), 物質の合成 (����������	��������)

に関する発明
(��)

の特許の所有権者は, 終始 (���� ����		�	����	�), 発明の作成 (����), 利用 (���), 取引

(�����) から他人を排除することができ, 特許取得の日から�
年間にわたって排他的権利を有する (アメリカ

特許法
 !条)
(!
)

｡ また, 原則として, 先発明主義により, 発明者は特許出願をすることができるとされている

(アメリカ特許法


条)
(!
)

｡ 特許許諾の申請権者は, 自然人 (�	�������(������"����	) �����	�) でなけれ

ばならず, 最初で, 第一の発明者 (������	���	�������	��	����) のみが発明の所有権を有するとされてお

り, 会社や法人は発明者たる資格を得ることができない (アメリカ特許法

 条)
(!�)

｡ つまり, 原則として, 発明

者は自らなした発明すべての権利を有する
(!�)

｡ この原則は職務発明の場合でも例外でなく, 使用者は発明者の承

諾なくして特許出願をすることができない｡ ここで指摘しておくとすれば, アメリカ特許法はあくまで発明者

主義を一貫しているということである｡ つまり, 職務発明の場合, 発明者たる従業者のみが特許出願でき, 特

許許諾の認可がなされた場合には, 従業者が特許権を取得し得るのである
(!!)

｡

しかし, 従業者 (�����#��) が発明を主な職務として雇用され, 発明をなした場合, 使用者 (�����#��)

は, 特許が認められた発明の所有権 (�$	������) を主張する｡ けだし, 職務発明は, 発明者が私費を投じて

なした発明ではなく, 多かれ少なかれ使用者の寄与を投じて生まれた発明であるからである｡ 職務発明では,

労使間それぞれの持つ利益が対向的にぶつかり合うために, その利益の調整・配分をする必要がある｡ しかし,

上述の通り, 職務発明の利益の調整・配分の方法は, アメリカ特許法に規定されていないために, より複雑に

なっている
(! )

｡

従業者がなした発明から生じる利益は, 使用者の利益と従業者の利益が一致することによって生じる｡ した

がって, その発明が完成する過程では, 使用者と従業者双方の持つ利益を最大限出し合う必要がある｡ その意

味において, 職務発明をとりまく労働関係は, 労務提供と賃金支払とを対価とする一般的な労働関係と異なり,

特殊な労働関係にあるといえる｡ しかしながら, 実際, 職務発明をとりまく労働関係は, 労使双方の利益の対

立による対向的緊張関係が存在する｡

そのため, アメリカにおいても職務発明の労使間の利益調整・配分に関する訴訟は増加する傾向にあるとい

える
(!�)

｡

職務発明をめぐる労使間の利益の対立の解決は, 連邦法に委ねられていないため, 各州の契約法やコモン・

ローに委ねられている｡ さらには, いくつかの州では, 職務発明の利益調整・配分についての従業者保護を行

うため, 州法が制定されている
(!�)

｡

アメリカにおける職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分は, ほぼコモン・ローに委ねられており, それ

������ ��	�
��
����

�


(３) 職務発明に関する労使間の利益調整・配分の規整とコモン・ローの役割



ぞれの州の裁判所が管轄権をもって判断している
(��)

｡ とはいえ, 裁判所は, 職務発明をめぐる労使間の利益調整・

配分の判断にあたり, 個々の事案ごとに労使間の労働関係, 職務発明に対する両者の関わりの程度等を考慮し

ている
(��)

｡

アメリカの職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分は, コモン・ローによる強い影響を受けているが, そ

の判断の特徴として次の三点があげられる｡

第一に, 職務発明をめぐる労使間の利益の調整・配分は, 当事者意思, つまり明示 (�������) もしくは黙

示の合意 (	
��	��
����
���) に基づいている点である｡ 元来, 特許法は, 発明をなした従業者がその発明

の特許を有するとしているが, 従業者は使用者に対し発明に関する特許を譲渡する義務 (以下, 発明譲渡義務

とする) を負う場合がある｡ この義務は, 明示の合意から発生する以外にも黙示の合意, 信認義務 (�	���	
��

����) から発生する場合がある｡

第二に, 従業者が職場内でなした発明に関する権利を有した場合においても, 使用者の金銭的資本の利用,

例えば, 使用者の設備, 資金等を用いて発明がなされた場合は, 使用者がショップライト (�����	���) と

いう当該発明の特許の実施権 (わが国でいう通常実施権) を有する点である｡

第三に, 職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分について, 裁判所は当該発明がその発明者に属するとい

う特許法上の基本的なルール (発明者主義) をそのまま労働関係にあてはめるのではなく, 従業者の労働関係

の性質, つまり雇用上の地位を考慮するという点である｡ 実際, 裁判上, 使用者は, 従業者が発明譲渡義務を

負うという明示の合意をしたこと以外にも, 発明した従業者の地位, 信認義務の存否, その他, 使用者が当該

発明の利用を許される事実等を証拠として提出し, それに基づいて職務発明に関する権利を主張する｡ そこで,

裁判所は, 職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分の決定について, まず従業者の雇用上の地位を考慮し,

雇用の性質とその職務範囲を検討した上で判断することになる
(��)

｡

以上を踏まえて, 本稿では, アメリカの職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分を検討するために
(��)

, 次の

ような点をふまえて検討することにする｡

アメリカの職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分の方法は, 主に明示の発明譲渡特約が存在しない場合

と明示の発明譲渡特約が存在する場合とに大別されている｡

前者において, 裁判所は, 雇用上 (従業員) の地位 (特定の発明を目的とした雇用, 一般的な発明を目的と

した雇用, 発明を期待されない雇用) について, 信認・信託義務関係にある従業者であるかどうかについて,

それぞれ検討している｡ そして, 裁判所は, 衡平な労使間の利益の調整・配分をするために, 使用者に対しショッ

プライトという発明に関する通常実施権を与えている｡

他方, 後者において, 裁判所は, 発明譲渡特約の合理性について判断している｡ また, 州法は独自の基準で

発明譲渡特約の合理性を規整している｡

そして, 裁判所は, 使用者が従業者に対して退職後も発明譲渡義務を課す追跡条項 (��
	�	����
����

���
	����������� !"�����
���) の合理性を判断している｡

以上あげた点について, 次章以降で具体的に検討することにする
(�#)

｡
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(４) 具体的に検討する問題点について



[注]

(１) ヨーロッパ諸国の職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分の制度については, ���������	�
	����


��
�����������	������������������	���������������	�������	��	���	��	���������	������

�	 �	����!!("##")$例えば, ドイツでは, 西ドイツ時代から被用者発明法が制定されており, 補償金の算

定方法の規定等を有する｡

(２) なお, イギリス法における職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分について, その概要を簡単に触れてお

くことにする｡ イギリス法における職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分については, これまで!%&%年特

許法 (���	�����!%&%'	��$(�(") 正式には, )�)��������������	�	����������
	����	��������

���	�����!�*	�$!%&%�!"�!+,!&-	�$���$./$) により規整されていた｡ しかし, 貴族院より!%&%年特許法

(�条２項を事実上 ｢死文｣ であるという判断されて以降は, (�����	�����'�	�������$���� $�����	���

!%(()$�$(+&(
$�)$), 職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分についての判断の多くをコモン・ローに

委ねることになった｡ コモン・ローは, 従業者が発明を譲渡する義務 (職務発明譲渡義務, あるいは ｢在職中

の発明を開示しその権利を放棄する義務｣) を負うことについて, 従業者が使用者の営業利益を追求すべきで

あるという誠実義務論によって説明した｡ '		�0������'������� $
�
	����(!%(�) !1��!!%#(�))$

こうしたコモン・ローと!%&%年特許法との矛盾は!%//年の特許法改正によって解決された(���	��)��!%//)｡

'		����������2(	�) �
����		�3�� 	������4) ��
������ 	'����(!%.!)$そのため今日ではこれまでコ

モン・ローが理論構成してきた黙示の誠実義務による職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分の手法はほと

んど薄れてしまったといってよい (なお, 職務著作をめぐる労使間の利益調整・配分については, !%..年著作

意匠特許法 (��	���������*	�����������	��)��!%..) によって規整されている｡ 具体的に, !!条

(�	��$!!) で ｢著作権は, 原則として, その著者に帰属する｡ ただし, 著作が雇用の過程で従業者によってな

されたもので, 当該従業者が特定の著作を目的として雇用された場合には, 著作権はその使用者に帰属する｣

と規定する (コンピューターのソフトウェアの職務著作の裁判例として, ����������5'������	 $���		

(!%.%)67$'$�$+�!$))｡

その後, コモン・ローは!%//年特許法を是認することとなり, 現在も!%//年特許法は職務発明をめぐる従業

者と使用者の利益調整・配分の役割を担っているのである｡ !%//年特許法は, 職務発明に関する利益から生ま

れる権利を労使間で適正かつ衡平に配分するというシステムを構築したという点において意義深い｡

!%//年特許法は以下の点について規定する｡

まず, 従業者概念 (���	��)��!%//�	��$!+#(!)), 職務発明の帰属先 (���	��)��!%//'	��$+%(!)�

'	��$+%(")�'	��$+%(+) (8)), 従業者が職務発明に対する補償金 (��
�	�������) を受領する権利 (���	��

)��!%//'	��$&#(!)), 契約, 労働協約 (ここでいう労働協約は!%%"年労働組合・労働関係 (統合) 法9���	

:���������8����	�������(�������������) )��!%%"$の規定範囲内の労働協約をいう) に補償金支払規

定がある場合の規整 (���	��)��!%//'	��$&#(+)), 発明が使用者に帰属する場合の従業者の利益調整・配

分は, 特許裁判所と特許局検査官が, (�) 従業者の義務, 受領した補償金, 労働関係の事情, (8) 当該従業

者の職場内の活動と技量, (�) 共同で発明がなされた場合, 当該発明をなすに助言・補助をした補助者の活動

と技量, (�) 使用者の寄与度 (当該発明についての助言, 補助, 設備の提供, 機会の提供, 補助者の技術,

作業の提供等) を総合考慮して当該発明の利益の公正な配分 (��������	) を行う (���	��)��!%//'	��$&!

(&))｡ その一方, 発明が従業者に帰属する場合の使用者の利益調整・配分は, 特許裁判所と特許局検査官が,

(�) 特許に至るまでの事情, (8) 共同で発明がなされた場合, 共同でなされた程度, (�) 使用者の寄与度を

総合考慮して当該発明の利益の公正な配分 (��������	) を行う (���	��)��!%//'	��$&!(())｡ さらに,

命令を出した特許裁判所と特許局検査官は, その命令の変更, 破棄, 無効とされる条項の停止, 停止されてい

た条項の復元を行うことができる (���	��)��!%//'	��$&!(.))｡ 雇用契約, 発明譲渡特約によって職務発

明をめぐる労使間の利益調整・配分を行う場合 (���	��)��!%//'	��$&"(!)), 諸規定に従業者の権利を消

滅させる条項があれば無効となるが (���	��)��!%//'	��$&"(")), 使用者の機密を保持する義務 (秘密保

持義務) に反する場合はその限りでない (���	��)��!%//'	��$&"(+))｡ また, 職務発明の権利に関する紛

������ ��	�
��
����

."



争が生じた場合, 特許局検査官が双方の事情を勘案し, 決定する (また, 検査官が特許裁判所へ適当な決定を

求める場合もある) (����������	

�����	
(�))｡

以上のとおり, �	

年特許法は, イギリス法をめぐる職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分について,

詳細に規定している｡

���
��������������������������
�	��������������
��������� ����!���
�	

"�� ����
�����#

��!$��%%��������
�	��
��������
&������'���(�$�%%��������
����)*�+�*	+�
,�����-�'%-������

��(�.��!
�	�/
���������	
�

(３) �����������'
������0��!��(��
��1�����.2(�����(���!��������3 .��4���$���-��
���	

(�		�)������ 0��(��!30���!������
�(%��'(�����.
�������
��	
(�		�)�5��-����6-����%


5�!����(%��'��(�����.
������-�!�����
��	�(�		�) ,���!�7�!��-���(
�(%��'������������


����������������'���%�!��)8��(%���������.
9���(�:�9
��%'���-���!��!����������%���'


�	
;�

なお, 邦語文献として, 小宮文人 『イギリス労働法入門』 (�		/年・信山社) /�頁がある｡

(４) 本稿のアメリカ法をめぐる労使間の利益調整・配分の考察にあたっては, 以下の文献を参照した｡ 個別の記

述や主張において根拠とする場合は, そのつど引用することにする｡
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(５) 邦語文献としては, さしあたり伊藤正巳 ｢アメリカ法における被用者特許｣ 法律協会雑誌!�巻５号"!�頁,

中山信弘 ｢従業員発明における発明者の地位 (二)｣ 法律協会雑誌#�巻６号$!頁, 藤田幸雄 ｢欧米６ヵ月にお

ける従業員発明の取扱い～発明にかかる権利の帰属を中心に～｣ 国際商事法務�%巻��号���!頁以下がある｡

(６) 例えば, 裁量労働制についても, 画一的な労働時間法制を実施することの困難性から採用されていることに

鑑みても, 職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分もまた, 労働条件の個別化の一例ということができよう｡

(７) 個別労働契約を検討する場合, 契約原理の実質化ないし労働者の利益保護の観点から, 契約内容の合理的・

客観的限定解釈を行う必要があろう｡

西谷教授は, 労働契約上の合意の解釈に関して, それが労働者の自由意思に基づいて形成されたことが疑わ

しい場合には, 労働者が仮に自由に判断しえたとしたならばいかなる態度をとったであろうか, という観点か

ら当事者意思を合理的に解釈するべきであるとする｡ 労働法の基本理念を ｢労働者の自由・平等の実現｣ に置

き, 労働法における労働契約の位置付けを行っている｡ 西谷敏 ｢現代市民法と労働法｣ 片岡�先生還暦記念

『労働法学の理論と課題』 (�#%%年・有斐閣) !#頁以下｡

(８) アメリカ特許法� �条 (�) では, 特許出願人による発明より前に当該発明が国内において他人により (&�

�
�
��) 知られた場合もしくは使用されていた場合, または国内か外国において特許されたか, それとも刊行

物に記載されていた場合 (
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�
), その発明は特許を受けることができないとされている (�$*�	���� �(�) (�  �))｡
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なお, アメリカでは産学協同による研究が多いため, 大学生の発明に関する権利の帰属についても検討する

論文がある｡ 	
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(��) なお, 職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分とは若干外れるが, 連邦法は, 労働者 (;��'
�) ないし

労働団体 (;��'
���������
���) の技術的スキル向上のための支援についても規定している (�#*�	���	�

�
(
��� �4(�  �)�(���

��#?;��'
��

(���)����'�))�
�
)���
�
@)｡ 例えば, 職場 (���'�)�(
) に

おける科学技術 (

(���)���) の向上を促進する規定は (�
(
��� �), 知的財産を産出するための, よき環

境を創造するものと思われる｡ 間接的ではあるが, こうした国家による支援によって, 発明支援基盤を創出し

ている点は, 興味深いところである｡

(��) .�	���
)�����7
�����&������
��=1��
�
������

(
�����
�
6�
�
�48���
�
�
�����%.��

*����
���
� #�����!����#(�#%#)�

(��) アメリカでは一般に雇用契約 (
��)���
�
(��
��(
) ないしは個別的労働関係 (���������)
��)���
�


�
)�
�������) に関する法とコモン・ローにより形成された判例法による規整がベースとなっているが, アメ

リカにおける雇用契約とは, 口頭によると書面によるとを問わず, また期間の定めの有無にかかわりなく広範

な契約を含むとされている｡

書面による雇用契約が締結されることは稀であり, 実際には雇用契約が存在するという事実さえ当事者には

認識されていない場合が少なくないようである (小嶌典明 ｢アメリカの雇用契約｣ 『労働契約の研究』 本多淳

亮先生還暦記念 (�#%!年・法律文化社) "�%頁以下)｡ ただし, １年以内に履行が終了しない契約は, 多くの州

で詐欺防止法 (�
�
�

��������) が存在するため, 締結後, 書面化しなければ法的拘束力を否定される｡

したがって, １年を超える期間を定める雇用契約を締結する場合は, 書面の作成が必要となる｡
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しかし, 大多数の労働者は, 期間の定めのない契約により雇用されており, 契約書を作成しないのがむしろ通

例である (中窪裕也 『アメリカ労働法』 (����年・弘文堂) ���頁)｡

(��) �	
��
��������
���	������������	

(��) 契約法により, 職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分を規整しているのがほとんどである｡
���������

�	
�����  �
!���"	"������#�������"�$ ���%&���'�����(��)(����)	契約は, 申込 (�**��) と

承諾 (����������) とで形成される意思の合致 (������!�*�&������) と約因 (�������������) により成

り立つ｡

(��) 労働法の観点からアメリカの契約法理についての変容を検討したものとして, やや古いが, 内藤恵 ｢アメリ

カ雇用契約における労働者の誠意義務｣ 法学研究��巻��号�)+頁以下がある｡

(�+) アメリカにおける契約の意義と機能については, さしあたり樋口範雄 『アメリカ契約法』 (����年・弘文堂)

��頁以下参照｡


�������������������(������) �*#������������((��+�)	

(��) 鹿野菜穂子 ｢アメリカにおける契約の解釈と当事者の意思 (�)｣ 九州法学�+号��頁｡

(��) アメリカ契約法原理は, 個人主義とレッセ・フェール (������,*����自由放任主義) の精神を基盤として

いる｡ フリードリッヒ・ケスラー (曽野裕夫訳) ｢附合契約―契約自由に関する考察｣ ロバート・Ａ・ヒルマン,

笠井修編著 『現代アメリカ契約法』 (�)))年・弘文堂) ��)頁以下｡

(�)) 
���-��%���.������#���	/	0�
������1	�����(+�&#������)	

(��) 職務発明の譲渡義務に関する黙示の誠実義務の判例は数多いが, その多くは雇用契約 (�����2��*����(

���'������������) から判断されている｡ 
���
�����3� �����4
'��!
��/����5��	/	
����������

#�	��#��	��+���+��(����) [�)�#��	����	�������.	������]	�6&����/	0��������#���	�+)#��	

���	����)(����) [���#��	����	��)]	�#������/	7�����.�����
��/����5��	��)#��	���	�����������

(����) [���#��	����	���]	

(��) アメリカにおいても, 職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分は, わが国と同様に, 労働関係それ自体

(�&������'��(�����'�����������&�������) で労務の提供物としてすべての発明に関する権利を使用者が

取得するという雇用契約法原理と在職中で使用者の資本を用いても発明者主義の下, 発明者たる従業者が発明

に関する権利を取得するという特許法原理の衝突がみられる｡ こうした対立構造から, コモン・ローその他制

定法は, 職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分を試みる｡


���%����/	#&�������'-��%
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���������+
	#�	���(����)	

(��) 近年のアメリカにおける職務著作制度の概要については, 邦語文献として, 潮海久雄 ｢著作権法における創

作者主義の変遷過程 (四) ―職務著作制度の分析を中心として―｣ 法学協会雑誌���巻８号+�頁以下がある｡

また, アメリカ職務著作制度とわが国との比較法については, 同 ｢著作権法における創作者主義の変遷過程

(六・完) ―職務著作制度の分析を中心として―｣ 法学協会雑誌���巻�)号���頁以下が詳しい｡

(��) 近年においても, 労働法の観点から情報技術の進展による雇用形態の変化に対応するフォローがなされてい

る｡ 例えば, -������教授は, 今後, ますます情報技術の分野 (�&�*�����*��*�����������&����!') の

発展により弾力的な雇用 (*��2���������'����) が進むと指摘されている｡ そして, ほとんどの創造的技術

労働 (����
���/����&�����$��9) は, 特許権, 著作権, 営業秘密によって保護される知的財産権の創造で

あり, それをなすためには, ますます大きな資本 (���!������������
����), 高価な設備機器 (�2�����/��(

:
������), 組織的な研究の長期的な期間 (���!��������*�'���������2���������), チームワーク (����(

$��9), 大規模な市場 (���!���������9����!) にたよられる｡ 知的労働者は, 常にその者がなした財産的

価値を有するすべてのものを全面的かつ恒久的に使用者によって獲得される条項を付けた雇用契約 (�����'(

��������������&������������/������$&��&*
��'�������������'����
���&�������������'/��
�

�*$&��$���������) により雇用される傾向にあるという｡
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(��) ������� �!��"��#�� �!��������"�$
����!�%�&� ��

(�') なお, アメリカの契約法に関するコモン・ローの史的考察, 古典的契約自由の検討については, モートン・

Ｊ・ホーウィッツ (樋口範雄訳) 『現代アメリカ法の歴史』 (���'年・弘文堂) �(頁以下が詳しい｡

(�() なお, アメリカにおいて職務発明にかかる補償金 (��������

��)��������

��) についての議論は, そ

の立法もなく, そもそも ｢雇用｣ (*���������
+), ｢雇用の継続｣ (*
�����

���

���,���������
+)

そのものが補償とされている｡ そのため, 従業者にとっては補償金を受領する法的根拠 (�������-��
�) が

ないために, 補償金の請求に関する主張の権利 (���
��

����
� ��������

��) はない｡ ���)

.��/
����� ���#��
0��1�2�3����2,��0������)� �4��#���(��� ))%�--��#1�3���
���5
��)

"��#� ����

��0���'�4�#���(���()�特に, 特定の発明を目的として雇われている場合や発明譲渡

特約により補償金が支払われないとされている場合は, 発明者たる従業者は補償金請求の主張ができない｡ な

お, 政府従業者に関しては, 補償金に関する規定をおいている｡ ���)
��6�1������
��������7�8����

1�

3&��#�3�
�,����(��-�
�"�&('�)���#0���������#����
���

とはいえ, 一般に使用者は, 従業者に対して報奨制度 (�&��#���
��) を規定し, 従業者のなした発明に

つき特許庁 (������
��
�,,
��) が特許許諾した場合, 報奨を与える｡ 報奨の内容は必ずしも金銭の支給で

ないことも多く, 使用者によって与える当該発明の見返りとして (��-�
�,�����#�����,��
���#�����19


������#���#-�
����������), 寄贈品 (�
,
), 長期旅行 (1���

��
�
�) の場合もある｡ 報奨制度は,

契約ないし他の明示された合意 (���
���
���
����$��
�

��#���
��#
��) に委ねられており, 使用者の

自由裁量 (#
����

��) による公式 (,�����), あるいは非公式 (
�,�����) のいずれかから成り立っている｡

例えば, 報奨金支給については３つの形態に分かれている｡ それは, ①固定された報奨 (,
$�#�&��#) に

よる場合, ②特許権使用料 (�����
��), 収益 (���,

�) の分け前に基づく場合, ③特別委員会 (�����
�����9

�


��), 評議会 (-���#) により決定する場合, である｡ いずれの形態も, 従業者の創造性の促進 (������9

���������������

1�), 会社内の精神, チームワークの促進 (�����

��
���&��/��#�������

1�

��
�

) に根ざしており, 多くの企業が報奨制度の設計をしている｡ 創造的労働の成果として (
�
��,��

�

�,
��
�����

1���-���) の分け前 (�����) を求めているが (:�������)��������7�	
��
�
�;��
�

8�1��

�����8�
�"�-�	�1��
� (��'�)�), 使用者は寛大さを表すことはめったになく (���������������

���& �������

�), 訴訟の権利 (
���&��#�,��

), あるいは契約上の拘束の強要 (
���,�������
���9


������
��
�
�) に重きを置いているのが現状である｡ ���)�
�1��0������/�)3 �����,��;��
�

;�����
�<��������98�1��
���)���
�1��
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�)������
���#���������#)��

0���"�	�1��
��((����)�

(��) なお, 共同発明については, 特許法に規定がある (������0���'(������   ))｡ 発明者ら (
�1��
���)

は, 当該発明が,

１. 物理的に (����
�����) 同時期に共に発明行為をなされていない場合,

２. それぞれの発明者が同等の様式 (
���), あるいは量 (�����
) の貢献をなしたかどうか,

３. 特許権を要求する (���
� �,
����
��
) 点のすべてについて寄与がないこと,

以上のいずれかの３点に該当する場合, 他の発明者と共同で特許権を申請することが可能である｡

(��) ������0�4������);���$
�
��

������������,���
����
��)�
��(��(')�

(� ) �(����0�3����
�� �(�) (�))� �(��(')�本規定は, 著作権が原始的に法人等に帰属する旨の規定である

が, 著作者人格権 (������
��
) に関する規定は存していない (���);��=
����3�

�
�	
��
�3�
�,

��� (=3	3)�)｡ 職務著作については, 著作権法� �条１項によると, 著作物が職務の範囲内で作成されれ

ば, 書面なしに法人等が著作者となるとされている (また, 委託著作物については, 著作権法� �条２項で,

当該著作物が文言上規定されている９つのカテゴリー (事実作品や機能作品でかつ多数人による創作の場合)

に属し, かつ書面の契約があれば, 創作者から委託者等に著作者を変更できるとされている)｡

このように明文の規定をもって, 労使間において著作権の帰属先をはっきり明確化しているために, 職務著

������ ��	�
��
����

�'



作に関する紛争が訴訟化するのは稀であり, むしろ職務著作によりなされた著作権に対する著作者人格権につ

いての訴訟が少なくない｡ 例えば, 近年の判例で, ��������	�
����
�����������������(�������

����)�では, 原告 (著作者) が, 職務著作条項を含み原告の氏名を表示する旨の条項のない契約に署名した

以上, 書籍の改訂版において被告出版社に原告の氏名を表示する義務はないとした｡ 著作者人格権の存否につ

いての判断には, 経済的利益のみを考慮しているようである｡

(��) �������������� !���
��!�"����
����!�������#$��$��% ��&����&�����"��������''((��)

*"!���+')�

(��) 特許法は, �'��年に制定されて以降, �'��年, �+��年, ����年と三回の大改正が行われたものの, 職務発明

に対応する規定を挿入する等の改正はされなかった｡ ��(������(������&�,�����-!�������"��.��
����#


���!��������%��/���!���
���0���!�!"���������+(����)�

(��) ��1�2����)�'�(��++3 2"

�--����)�

(��) *��,�������4���!��!0�5-!�������"��.��
������������(') (�)�(�) (����)�

(��) 1�2���!����"���!��������������+�

なお, これまでのアメリカの特許制度の歴史については, さしあたりＦ. Ｈ. フォスター, Ｒ. Ｌ. シュッ

ク (安形雄三訳) 『入門アメリカ知的財産権』 (����年・日本評論社) �+頁以下参照｡

(��) 特許法は, 歴史的に発明者が制定法上の保護の範囲内の発明について具体性がない場合にはその発明を保護

しなかった｡ 同様に, 裁判所も, 自由競争の理念から発明の利用によって生じる社会利益を強調し, 発明者の

なした発明が法によって保護されるに値しない程度であった場合, 発明者のなした抽象的な発明の保護は拒絶

される｡

このルールを遵守したのは-!���!����!��	�
�2������6���������.����-!�����+1�2��������(���+)

である｡ そこで, ���!����判事は, ｢発明が成り立ち, 他人に対して自発的な伝達の後に, 共同で利用する旨

の公表については自由｣ であると判示した｡ 裁判所は, 誰も発明を ｢所有｣ しないのにも関わらず, 第三者の

利用によって当該発明の価値の回復を期待しつつ, 発明をなすために多くの資本を費やすことを認めたのであ

る｡

(�') ��1�2����)�'�(��++3 2"

�--����)�

(�+) 発明者の権利の憲法的意味については, ,�!���2�����"%�$��.���!���������56�0�����%���'1�

.����4�������������(��+�)�が詳しい｡ 特許法は発明者の権利について何ら明確な規定を有していないた

め, コモン・ローは, 発明者の権利について特許許諾の可能性がある発明の実効性, 発明に至る過程を総合考

慮し, 判断しなけれならないのである｡

(��) 発明には, 有用性 ("��5"�), 新規性 (!����(��++)�!�
 (����)), 非明白性 (!�!)�����"�) が達成され

ていなければならず (��1�2��������������(����3 2"

������)), その内容が特許可能なもので, 手

続上の条件 (12.$7による調査が行われる｡ 12.$7については, (�!"���5.���!� 8�%�!�!0

.�����"��('�����������������)���������������
#99


�"�
���0��9
��9�55����9
��9%
�
9�!��8�

��%�(����%���5���*�!"��������)) に応じることができるものをいう｡ 2��������*��,�������*���

-!�������"��.��
����4�
#��%%�����������������!�-!�"������.��
��������(����)�特許取得によ

り, 発明者は, ｢国家を通して当該発明に関する売買, 利用, 製造から第三者を排他する権利 (�����0��:��

�8��"��������5��% %�/�!0�"��!0��������!0����!��!���!����"0���"����1!����2�����;)｣ を授

与される (��1�2������(�) (�) (2"

�����))｡ ����!����������0����!���������-!���$�"!���

���5�������-!���+�1�2������)���(��+�)��$
�!������!�"��("������
���6�/�!����1�2�����

���(��'�)�

(��) ��1�2����������(�) (�) (2"

�����)�

ただし, 当該特許権の譲渡は明示の契約によることも (���8
������!�����) 可能 (����0!����) である

(��1�2����������(����)�)｡ 特許利用者以外のものが, 製造, 利用等の権限なくしてそれを行った場合,

特許侵害 (�!5��!0�����
���!�) にあたる (��1�2����'�(�) (2"

�����))｡
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(��) ���������	�(�
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年特許法改正によって, 発明の定義にビジネスモデル (��
���

������
) に

ついての発明も含まれるようになった｡

(��) �����������(�
��)�

(��) �����������(�
��)�特許侵害の救済に関しても発明者を対象に考えられている｡

������
������������ ���
������������	�(
�������
!	)��"���#��$ % �����&���������'	

����!'
(�������
��)��(��
��))����)*���� �)������� ��������'��������(�������
��)��(�*����+
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(�*����+��-�����������!����'�
('������)��+������������'�����'�	(�
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������*�������)�.�+��������--��	�(��#�/�0��
�
)�#����)���,�+�������*�����1��)�������)�

&-���!�
(��)��--��
!�)�2����*�.�+��(������*���!/�1���
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!!)������3���
���-�

��/��������,����.�+���
'������'����'!������� �4���(2/�) �	��(���������

	)��567 ����.�+�

��/�7�8������'��&�#�!!	�!!�������� �4���(2/�) ����(/�#�.))��

�)�

(��) 特許法は, 発明者による特許許諾の出願の例外を規定する｡ 発明者の死亡または無能力の場合についてはそ

の法定代理人が (����������'(�
��)�), 発明者が出願を拒否した場合や発明者が行方不明の場合は, 当該

発明の利害関係人が (�����������(�
��)�) 出願し得る｡ なお, 連邦政府の寄与の下でなされた発明につ

いては, 政府機関がそれに対する権限を一定の条件のもとで取得し得る (���������	���	�(�
��)�)｡

(��) 従業者は, 職務発明によりなした発明の権利について強く主張し, 使用者に対して訴訟提起する｡ したがっ

て, 判例の数は本稿であげるほかに数多い｡ 主に従業者は, 契約違反 (����+��,+�����+�), 準契約 (9��
��

+�����+�), 不当利得 (��:�
�����+�����), 財産権の不正利用 (��
�--��-��������,�-��-���;��*��),

提供役務相当金額の請求 (9������ ������) の方法で発明の権利を主張する (以上の四つを回復法理 (���

+����;�������
) と呼ばれている)｡
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(�') アメリカ合衆国の一部の州 (カリフォルニア州, ミネソタ州, ノースカロライナ州, ワシントン州, イリノ

イ州, デラウェア州, カンサス州, ユタ州の８州) では職務発明の使用者への譲渡の効力を制限する州法を有

している｡ 詳しくは後述 ｢５.(�) 州法 (
����)�$) による職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分｣ を

参照｡
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(�	) ���+)���% �����))�����.����+����+�)���-�����������'���	��� (�
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��3�����)2�>��*����������--�
�������	���� �4�(2/�) �!!(#�7����
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(��) なお, アメリカにおいては消費者法 (���
����8�$) の発展が目覚ましい｡ 消費者法は, �
!	年代から

製造物責任の分野から消費者に対する被害の救済を確立した｡ 労働関係においては, 使用者が個々の労働者と

雇用契約を締結する際, 労働者よりも優位な立場で雇用契約締結が行われる｡ それに対抗するように, 対等な

取引を目指した労働運動, 労働組合の結成へとつながる｡ 他方, 消費者の日常の取引の構図も同様である｡ 例

えば, 取引約款などの附合契約 (+�����+�
�,����
���) と就業規則の法的効力は, 交渉力の不均衡 (����

9��)���*�����*-�$��) の観点から類似した問題といえる｡ ����7�

)���������+�
�,����
����
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�������������	
����
 �	����
����������
����������������������(����)�当事者間の ｢対等性｣

の観点からすれば, アメリカの雇用契約 (労働者と使用者) と消費者保護法 (各産業分野の消費者法, 例えば,

全国交通自動車安全法 (�������� 
�		��! "���
#�	��$%�������), 食肉衛生法 (&������
�"���

%������'), 消費者製品安全法 (�����
�
(
�����#�	��$%�����'�) など) (消費者と商人) との理念を

比較検討し, 新たな発想を労働法へ用いる試みが考えられるが, ここでは指摘にとどめておく｡ アメリカの消

費者保護法について, 詳しくは, )*�����! ���+���������
�
����������(��,�)�わが国の先行業績

として, さしあたり, 藤倉晧一郎 ｢諸外国における消費者 (保護) 法 (１) ―アメリカ｣ 『消費者法講座 １

総論』 (��,�年・日本評論社) ��-頁以下他｡

(-�) なお, 政府従業者に関する職務発明をめぐる労使間の利益調整・配分は, 既に補償金に関する規定のみ立法

化されている｡ #���).�������/
��
�00���	��-0(���1������(����2��-���
*)����3�����$

"�
�
����
 �	/�����
�0�����(���1�����,(#4((�����)�コモン・ローの基本的な判断法理は,

とりわけ政府従業者と民間企業の従業者と区別していないため, 本稿ではとりわけ区別しないこととする｡ 判

例もまた, 民間従業者と政府従業者とを区別していない｡ #���4�����#�������5������
��������
��
*��

�,�4�#��',(����)�指摘すべき点は, ��,0年の改正により政府機関に連邦政府の寄与の下でなされた発明

に対する権利を一定の条件のもとで取得し得る旨規定されていること, また, ����年の改正により政府従業者

に対し, 政府が従業者のなした発明に関する特許を利用しないことを決定した場合には返与されること, 連邦

政府に関する発明をなした場合, はじめの１年は特許権使用料 (
�$����$) として�000ドルが与えられ, その

後, １年として最少で特許権使用料の�-％, 最高で�-0000ドルが与えられるが, 最高限度は大統領の承認を超

えることができる (���*����������.��������������**
�����	���(
�������) ことである｡ #��

�����1���
�� ��������$  
���	�
%����-4�#����'�0� (����)�#������
���$�1��������2(�����

1���
��)
*��$��6�����������������07��
����	���(�����/		���#�����$�-���-�(��-,)�なお,

連邦非核エネルギー研究開発法 (1���
�����������
)��
�$�����
��5�����*
���%��(��'�)) では,

研究・開発のために連邦政府に雇用され, 発明された発明物の権利は, 自動的に国家に帰属されると規定され

ている｡ #���4��	�

 (�����(����$	�
5�
�������������6���������"����$8���
�
���)
2

*��$�����'��1�������-0���2-0���0(����)�なお, 反トラスト法においても, 政府従業者の発明に関する規

定がある｡ #����-4�#���#����*��
���������'�0�(�00�)�

政府従業者と民間従業者とで相異する点をあげるとすれば, 民間従業者は約因として, 雇用の存在, 雇用の

継続で足り, 補償金の受領の概念はないが, 政府従業者は一般の収入以外に当該発明にとって必要な (
��2

����
$) 補償金 (��
*��������) も支給されることである｡
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